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令和２年度当初予算案の概要 

山形県後期高齢者医療広域連合 
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１ 山形県の後期高齢者医療の概要について 

(1)高齢化率（平成 31 年 1 月 1 日現在）

32.5% (65 歳以上の人口／県内総人口)  全国平均 27.6% 

全国：第５位  東北：第２位 

（総務省 「平成 31 年住民基本台帳年齢階級別人口(都道府県別)」より） 

(2)被保険者数（平成 30 年度）

192,972 人（平成 29 年度 192,928 人） 増加率 0.02％ 

（事業月報Ａ表 4-3 月の平均被保険者数） 

(3)１人当たりの医療費（平成 30 年度）

827,806 円（平成 28 年度 819,005 円） 増加率 1.07％ 

全国：第 38 位  東北：第２位（全国平均 932,054 円） 

（国保・後期高齢者医療 医療費速報「国民健康保険中央会」より） 

(4)１人当たり月額平均保険料（平成 30-31 年度）

 3,867 円  全国平均 5,857 円 

全国：第 43 位  東北：第３位 

（平成 30 年 3 月 30 日 厚生労働省保険局 報道発表資料より） 

２ 令和２年度当初予算の特徴について 

令和２年度は、後期高齢者医療制度が開始されてから 13 年目となる。 

終戦時の影響で一時、被保険者数が減少する見込みだが、今後さらに高齢者人口

が増加するとともに一人当たりの保険給付費が伸びることが予想され、一方で制度

を支える現役世代の人口が減少傾向にあることから、後期高齢者負担率が引き上げ

られ続けている。 

令和２年４月からの診療報酬改定及び医療費全体が増加傾向にある現状などから

医療費見込みを検証し、前期特定期間の剰余金等 24 億円を上昇抑制財源として活用

して、令和２・３年度特定期間保険料率を算定し、予算編成を行った。 

本県の制度に関するそれぞれの数値については、上記のとおりであるが、全国的

にみれば、高齢化率が高い反面、１人当りの医療費は依然として低く、１人当りの

保険料についても低い方にある。このような傾向が今後も続くよう、高齢者の健康

の保持増進を図るため、「重複・頻回受診者等」、「重症化予防等」、及び「低栄養等

予防」の３つの訪問指導事業を引き続き実施し、新たに「高齢者の保健事業と介護

予防の一体的実施」を行い、市町村と緊密に連携し、平成 30 年 4 月に策定した第２

期保健事業実施計画に基づき、高齢者の特性を踏まえた各種保健事業を実施する。 

また、各種健診事業の受診率を高めるとともに、医療費の適正化に向けた事業と

して、「医療費通知」や「ジェネリック医薬品利用差額通知」等を引き続き実施し、

医療費の上昇抑制を図る。 
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３ 一般会計予算について 

一般会計予算は、主に事務局経費である総務管理費のほか、議会費、選挙費、監

査委員費、社会福祉費（特別会計への繰り出し)などであり、総額は 6 億 1,200 万     

9 千円を計上、前年度比 838 万 5 千円、1.4％の増となった。 

歳入、歳出の主な項目については、以下のとおり。 

(1) 歳入予算について

① １款 分担金及び負担金

市町村からの負担金 6 億 1,114 万円を見込んだものであり、前年度比 836

万 2 千円、1.4％の増となった。各市町村の負担金の額は、広域連合規約第１

８条に定める共通経費のルールに基づき、均等割 10％、高齢者人口割 45％、

人口割 45％により算定した額である。 

② ２款 財産収入

財政調整基金の利子を見込んだものであり、前年度と同額の 1万円を計上

した。 

③ ３款 繰入金

前年度と同様、存目として 1千円を計上した。

④ ４款 繰越金

前年度と同様、存目として 1千円を計上した。

⑤ ５款 諸収入

預金利子及び遠隔地から派遣されている職員の借上げ住居使用負担金等

85 万 7 千円を見込み、前年度比 2万 3千円、2.8％の増となった。 

(2) 歳出予算について

① １款 議会費

定例会開催（７月、２月）に係る経費及び議員報酬など 62 万 2 千円を計上

し、前年度比 3万 8千円、5.8％の減となった。 

② ２款 総務費

１項総務管理費については、市町村からの 21 名の職員派遣に係る人件費負

担金 1億 6,216 万 3 千円のほか、事務局経費など総額 1億 8,845 万 3 千円を

計上した。２項選挙費は委員会開催経費 4万 8千円を、３項監査委員費は監

査に係る経費 9万 1千円をそれぞれ計上し、２款全体の総額で 1億 8,859 万

2 千円、前年度比 62 万 7 千円、0.3％の減となった。 

③ ３款 民生費

特別会計への事務費分として市町村負担金を繰り出すため、4億 1,779 万 5
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千円を計上し、前年度比 905 万円、2.2％の増となった。 

④ ４款 予備費

不測の事態に対応するため、前年度同額の 500 万円を計上した。

４ 特別会計予算について 

 特別会計予算は、療養の給付や葬祭費の支給などの保険給付費、被保険者の糖尿

病など生活習慣病の早期発見を目的とした健康診査などの保健事業費のほか、総務

費、特別高額医療費共同事業拠出金などであり、総額 1,517 億 5,469 万 7 千円を計

上、前年度より 19 億 233 万 1 千円、1.27％の増となった。 

(1) 歳入予算について

① １款 分担金及び負担金

市町村からの負担金は、医療給付費の伸びなどにより、254 億 4,461 万 8

千円を計上し、前年度比 9億 5,811 万 1 千円、3.91％の増となった。 

１項１目保険料等負担金は、前年度比 8 億 179 万 2 千円増の 133 億 1,617

万 9 千円を計上しており、内訳は、広域連合が賦課し市町村が徴収する保険

料 102 億 5,483 万 4 千円、及び、保険料軽減分への保険基盤安定繰入金（県

3/4、市町村 1/4 負担）30 億 6,134 万 5 千円を計上した。 

２目療養給付費負担金は、前年度比 1 億 5,631 万 9 千円増の 121 億 2,843

万 9 千円を計上しており、これは自己負担割合が３割の現役並み所得者を除

いた、自己負担割合が１割の被保険者の医療給付費に対する市町村の定率負

担（1/12）分である。 

② ２款 国庫支出金

国からの支出金は、519 億 5,401 万 3 千円を計上し、前年度比 2 億 4,003

万 5 千円、0.46％の増となった。 

１項１目療養給付費負担金は、自己負担割合が３割の現役並み所得者を除

いた、自己負担割合が１割の被保険者の医療給付費に対し、国が一定割合

（3/12）支出するもので、前年度比 4億 6,895 万 7 千円増の 363 億 8,531 万

7 千円を計上した。 

２目高額医療費負担金は、高額な医療費（レセプト 1件当たり 80 万円超）

について、1/2 を公費で負担するもので、国の負担割合（1/4）に応じた 6億

6,952 万 1 千円を計上し、前年度比 9,239 万 2 千円の増となった。 

２項１目調整交付金は、広域連合間の被保険者の所得格差による財政力の

不均衡を是正するために交付されるもので、前年度比5,071万 7千円減の146

億 7,474 万 6 千円を計上した。

２目民生費国庫補助金は、保健事業の実施や医療費適正化にかかるもので、

前年度比 595 万 7 千円増の 7,236 万 4 千円を計上した。 

３目高齢者医療制度円滑運営臨時特例交付金は、後期高齢者医療制度の円



- 4 -

滑な運営を図るために交付されるものであるが、段階的な保険料軽減特例の

見直し等の影響から、前年度比 2億 7,655 万 4 千円減の 1億 5,206 万 5 千円

を計上した。 

③ ３款 県支出金

県からの支出金は、127 億 9,796 万円を計上し、前年度比 2 億 4,871 万

1 千円、1.98％の増となった。 

１項１目療養給付費負担金は、国庫支出金同様、自己負担割合が３割の現

役並み所得者を除いた、自己負担割合が１割の被保険者の医療給付費に対し、

県が一定割合（1/12）支出するもので、前年度比 1億 5,631 万 9 千円増の 121

億 2,843 万 9 千円を計上した。

２目高額医療費負担金も、国庫支出金と同様、県の負担割合（1/4）に応じ

た 6億 6,952 万 1 千円を計上し、前年度比 9,239 万 2 千円の増となった。 

④ ４款 支払基金交付金

保険者から支払基金が後期高齢者支援金を徴収し、支払基金が後期高齢者

医療広域連合に対し交付するもので、自己負担割合が１割の被保険者の医療

給付費の 38.59％、及び自己負担割合が３割の現役並み所得者に係る医療給

付費の 88.59％に相当する額、597 億 6,946 万 5 千円を計上し、前年度比 

4 億 1,719 万 1 千円の増となった。 

⑤ ５款 特別高額医療費共同事業交付金

特別高額医療費共同事業は、著しく高額な医療に関する給付（１件当たり

400 万円を超えるレセプトの 200 万円超の部分）について、後期高齢者医療

の財政に与える影響を緩和するため行われるものであり、これまでの実績に

基づき 5,890 万 2 千円を計上し、前年度比 911 万 2 千円の増となった。 

⑥ ６款 財産収入

医療給付費等準備基金の積立金に対する利子収入分について 200 万円を計

上した。 

⑦ ７款 繰入金

繰入金は、16億 1,779万 5千円を計上し、前年度比905万円の増となった。

１項一般会計繰入金は、特別会計の事務費に充てるため一般会計から繰入

れるものであり、前年度比 905 万円増の 4億 1,779 万 5 千円を計上した。 

２項基金繰入金は、令和２年度保険給付費分として医療給付費等準備基金

から繰入を行うもので、12 億円を計上した。 

⑧ ８款 繰越金

前年度同額１千円を計上した。 
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⑨ ９款 諸収入

諸収入は、1 億 994 万 3 千円を計上し、前年度比 2,012 万１千円の増とな

った。 

１項１目延滞金、２項１目預金利子については、前年度同額の 1千円ずつ

を計上した。 

３項雑入について、１目第三者納付金は前年度比 2,012 万 1 千円増の 1億

992 万 9 千円を計上した。 

２目返納金については、前年度同額の 1千円を計上した。 

３目雑入についても、前年度同額の 1万 1千円を計上した。 

(2) 歳出予算について

① １款 総務費

総務管理費は、医療費通知、高額療養費等支給決定通知、ジェネリック医

薬品差額通知等の作成委託料及び郵送料、広域連合電算処理システム運用委

託、電算処理委託、レセプト点検委託等の経費で、前年度比 875 万 8 千円、

2.1％増の 4億 2,417 万円を計上した。 

② ２款 保険給付費

保険給付費は、1,507 億 3,245 万 5 千円を計上し、前年度比 17 億 7,598 万

4 千円、1.2％の増となった。 

１項療養諸費は、前年度比 17 億 3,035 万円増の 1,485 億 3,976 万円を計上

した。内訳は、１目療養給付費 1,477 億 3,306 万 7 千円、２目療養費 8億 659

万 2 千円、３目特別療養費 1千円、４目移送費 10 万円をそれぞれ計上した。 

２項審査支払手数料は、レセプトの審査、医療機関への支払いを山形県国

民健康保険団体連合会に委託する手数料であり、前年度比 892 万 9 千円減の

3億 9,061 万 3 千円を計上した。 

３項高額療養諸費は、自己負担額が世帯の状況に応じた限度額を超えた場

合支給するもので、前年度比 4,401 万 3 千円増の 11 億 6,638 万 2 千円を計上

した。 

４項その他医療給付費は葬祭費であり、被保険者が死亡したとき、その葬

祭を行った者に5万円を支給するもので、前年度比1,055万円増の6億 3,570

万円を計上した。 

③ ３款 特別高額医療費共同事業拠出金

特別高額医療費共同事業は、著しく高額な医療に関する給付（１件当たり

400 万円を超えるレセプトの 200 万円超の部分）について、後期高齢者医療

の財政に与える影響を緩和するため全国規模で行われるものであり、実施団

体である国民健康保険中央会への拠出金として、これまでの実績に基づき算

出し、前年度比 911 万 2 千円増の 5,905 万 2 千円を計上した。 
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④ ４款 保健事業費

保健事業費は、前年度比 1億 847 万 7 千円増の 5億 1,371 万 9 千円を計上し

た。 

１目健康診査費は、被保険者の糖尿病等の生活習慣病の早期発見を目的に、

市町村へ委託して行う健康診査事業で 3億 9,855 万 3 千円を計上した。 

２目その他健康保持増進費は、令和元年度に 75 歳になった被保険者を対象に

実施する歯周疾患検診事業、保健師雇上げにかかる経費、保健事業推進テレビ

ＣＭ広告料、レセプトデータ分析業務委託料、市町村長寿・健康増進事業補助

金、介護予防との一体的実施等の経費として 1億 1,516 万 6 千円を計上した。 

⑤ ５款 基金積立金

医療給付費等準備基金積立金として、200 万円を計上した。

⑥ ６款 諸支出金

諸支出金は、過年度保険料の還付が主なものとなり、前年度と同額 1,830 万

1 千円を計上した。 

⑦ ７款 予備費

保険給付費等の不測の事態への対応として 500 万円を計上した。 
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